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【AI による議事録分析：令和 7 年 4 月 16 日 総務常任委員会】 

令和 7 年 4 月 16 日の兵庫県議会・総務常任委員会は、定例会中の議案審査ではなく、閉

会中に開催された委員会でした。主なテーマは、エネルギー対策、ひょうごビジョン 2050・地

域創生、多自然地域づくり、そして文書問題に関係する第三者調査委員会などでした。 

議論全体を見ると、この日の委員会は大きく 2 つの性格を持っていました。 

1 つは、県政を前に進めるための政策議論です。 

水素社会の実現に向けた取組では、播磨臨海地域での水素サプライチェーンづくりや、民間

事業者の動向、コスト面の課題などが議論されました。地域創生では、人口減少が進む中

で、県がどのように市町や地域を支えるのか、部局の縦割りを越えて政策を進められるのか

が問われました。多自然地域づくりでは、市町の伴走支援、人材不足、外部人材や大学と

の連携などが論点になりました。 

もう 1 つは、文書問題や第三者調査委員会をめぐる、県政の信頼回復に関わる議論です。 

第三者調査委員会の経費、予備費の使い方、議会の議決との関係、県保有情報の漏えい、

報道の自由や公益通報とのバランスなど、かなり難しいテーマが扱われました。 

村岡真夕子委員の発言を見ると、強い対立姿勢で知事や当局を追及するというより、制度

や手続を丁寧に確認する立ち位置だったといえます。 

特に、第三者調査委員会の経費について、予備費で始まった調査で途中から予算が増えた

場合、本来は議会の議決を踏まえるべきではないかを確認しました。これに対して当局は、

予算を増額する場合は補正予算案を議会に出し、議決を受けるのが原則だと答弁しました。 

このやり取りは、単なる金額確認ではありません。 

第三者調査は独立して行われる必要がありますが、県のお金を使う以上、議会が予算の使

い方を確認する必要もあります。村岡委員は、その両方のバランスを確認した形です。 

また、地域創生戦略については、政策コーディネーターが部局の縦割りを越えて戦略づくり

に関わったことも確認しています。これは、県政をただ批判するのではなく、良い取組や前に

進めるべき政策については、その仕組みや実効性を確認していく姿勢といえます。 

この日の村岡委員の立ち位置を一言でいえば、 

「知事や県当局に何でも反対するのではなく、かといって何でも追認するのでもなく、県政を

前に進めるために必要な手続・説明責任・議会の役割を確認する立場」  

と整理できます。 

県民から見ると、文書問題や県政混乱は分かりにくく、知事にも議会にも不信や不安を感じ

る部分があるかもしれません。ただ、この日の議事録からは、議会が単に対立しているだけ



令和 7 年総務常任委員会 R7.4.16 AI 議事録分析 

2 

ではなく、予算、情報管理、政策の進め方、説明責任などを一つずつ確認している様子も読

み取れます。 

県政には、改革を前に進める力と、手続を確認する力の両方が必要です。 

この日の総務常任委員会は、その両方が交差した委員会だったといえます。 

 


